
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

2,273 単位時間 595 単位時間 1,558 単位時間 120 単位時間 - 単位時間 - 単位時間

年 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位 - 単位

60 人 45 人 人 0 % 4 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 5

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 0
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体： - -
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ -

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） -

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 0

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 2

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 2

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の
実務の能力を有する者を想定）の数

1

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 -

総単位数 -

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 -

-

うち必修授業時数 2,153

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 -

株式会社ホテル黒部、DCM株式会社

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 120

-

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
http://www.kurihara.ac.jp/zyou/tuusin/

100
■進学者数 0
■その他

-

うち企業等と連携した演習の単位数 -

うち必修単位数 -

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 2,273

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 -

2 夜間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和5年度卒業生）

3
■地元就職者数 (F) 2
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　 100

67

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 3
■就職希望者数 (D)　　　　　： 3
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和６年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
育自の精神を基に、企業との連携を密にし、広い視野と倫理観を備え、企業・業界が求める資格と技術で病院や調剤薬局の事務として即戦力として求められる人材を育
成することを目的とする。

学科の特徴（主な
教育内容、取得可

能な資格　等）

取得可能資格）国内旅行業務取扱管理者、北海道観光マスター検定、日本旅行地理検定、赤十字ファーストエイドプロバイダー（赤十字救急法救急員）、赤十字ベーシッ
クライフサポーター
中退率）0％

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務専門課程 ホテル観光ビジネス学科 平成29(2017)年度 - 令和 2(2020)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和6年10月1日

0900817

0157-61-5588
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人栗原学園 昭和44年3月31日 柏尾　典秀 北海道北見市常盤町3丁目14-18
0900817

0157-61-5588

北見情報ビジネス専門学校 昭和61年4月1日 土澤　満 北海道北見市常盤町3丁目14-18

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

商業実務



種別

①

③

③

③

①

③

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

高野　昌明 株式会社 タカノ商事
令和5年４月１日～
令和7年３月３１日（２年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年1回　（3月）

（開催日時（実績））
第１回　令和6年3月21日　18：00～19：00

橋本　順一朗 社団法人 北見歯科医師会
令和6年4月1日～
令和8年3月31日（２年）

杉本　恒雄 有限会社　サンライズ調剤薬局
令和5年４月１日～
令和7年３月３１日（２年）

戸田　龍一 北見商工会議所
令和6年4月1日～
令和8年3月31日（２年）

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

自主性･独創性のある人材の育成・企業等の現場において就業体験を積み、専門分野における高度な知識･技術に触れな
がら実務能力を高めることにより、自主的に考え行動できる人材の育成を目的とする。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針

地元専門分野に関連する企業と連携し、教育課程の編成・改善にあたり、以下の方針密接に連携する。　(1) 新しい知識、
ニーズを、いち早く教育に取り入れる。　(2) 全ての教育課程を実践力として連結させる。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

教育課程編成委員会の討議事項をを受け、各学科にて検討したものを学園学科長会議にて討議し、最終的に学園経営会
議にて討議し、より実践的な教育課程の編成を行う。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

植本　健一 株式会社北見コンピュータ・ビジネス
令和5年４月１日～
令和7年３月３１日（２年）

令和6年5月1日現在

山本　広宣 株式会社　三和システムサービス
令和5年４月１日～
令和7年３月３１日（２年）

名　前 所　　　属 任期

安部　彰人 北見IT推進協会
令和6年4月1日～
令和8年3月31日（２年）

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
本学の特色を活かしながら、社会の要請を考慮した学習・教育目標を設定し、学生の主体性・倫理観を育成する教育を実
践し、総合的実践力ある人材を育成する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

中村　寿志 株式会社菓子処大丸
令和5年４月１日～
令和7年３月３１日（２年）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

動画を作成するとき、情報の技術が必要になるのではないか
→２年次の選択科目に動画編集があるため、選択して取り組むことができる。（スマートフォンを活用してCapCut等で行って
いる）
韓国語の会話が成り立ったか
→言っていることは理解できたが、話すことに苦戦していたため、フィールドワークで語学の活用をしていく



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

職業実践専門課程に関する内容、今後の展望について

DX化を成功させるために必要なこと 連携企業等： 株式会社三和システムサービス

令和6年8月16日 対象： 全教員

DXの必要性と具体例

②指導力の修得・向上のための研修等

職業実践専門課程に関する内容、今後の展望について

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

北海道の観光について、北海道観光マスター検定試験について

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

栗原学園教職員研修規程及び教員に必要な専攻分野における実務に関する知識、技術、技能を修得・向上するための研
修を企業等との連携のもと、定期的に組織的な研修の機会を設ける。観光関連分野においては、北海道の観光に関する知
識の向上、近年の最新の情報に関する知識、新しい観光業の取り組みについての知識習得を目標に職務の一環として参
加している。

北海道観光マスター検定受験対策セミナー 連携企業等： 旭川商工会議所

令和5年10月8日　10：00～16：00 対象： 観光関連教員

科　目　名 連　携　企　業　等

株式会社　東北海道トラベル、北
見市観光協会、東横イン　北見駅
前、ホテル黒部

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法

３．【校外】企業内実習
（４に該当するものを
除く。）

専門科目における学習効果を、関
連する学外での研修を通して応
用・実践し、専門科目への一層の
関心と学習効果の向上を図る。ま
た、実務に触れることで、社会的視
野を身に付けるとともに専門職に
対する理解と意欲を高める。

令和5年度第1回文部科学大臣認定職業実践専門課程に係る
研修

連携企業等： 北海道私立専修学校各種学校教員能力認定協会

令和5年8月1日 対象： 全教員

赤十字救急法指導員研修会 連携企業等： 日本赤十字社北海道支部

令和6年5月25日（土）　9：00～11：00 対象： 観光関連教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

救急法指導員に係る知識及び実技

北海道観光マスター検定受験対策セミナー 連携企業等： 旭川商工会議所

令和6年10月13日 対象： 観光関連教員

北海道の観光について、北海道観光マスター検定試験について

令和5年度第1回文部科学大臣認定職業実践専門課程に係る
研修

連携企業等： 北海道私立専修学校各種学校教員能力認定協会

令和6年7月22日 対象： 全教員

インターンシップⅠ・Ⅱ

科　目　概　要



種別
企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員

卒業生

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： URL:http://www.kurihara.ac.jp/johokokai/
公表時期： 45352

（１１）その他 なし
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 財務計算に関する書類
（９）学校評価 自己点検評価報告書
（１０）国際連携の状況 なし

（５）様々な教育活動・教育環境 事業報告書（抜粋）
（６）学生の生活支援 入学案内 各種サポート制度
（７）学生納付金・修学支援 入学案内 学費・納入方法、学費分割納入制度

（２）各学科等の教育 学科案内
（３）教職員 事業報告書（抜粋）
（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職・進学案内 就職サポート、就職先一覧

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」に沿って、学校案内・募集要項等の印刷物、ホームページ
にて情報提供を行っている。毎年、2月の学校関係者評価委員会で確認後、3月1日には公表できるようにしている。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校案内

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： URL:http://www.kurihara.ac.jp/johokokai/
公表時期： 45352

株式会社日本旅行北海道
令和6年4月1日～
令和8年3月31日（２年）

柴田　喜史 社会医療法人恵和会　アメニティー美幌
令和6年4月1日～
令和8年3月31日（２年）

野田　貴浩 株式会社タカノ商事
令和6年4月1日～
令和8年3月31日（２年）

由村　公平

坂井　　浩 株式会社坂井印刷
令和6年4月1日～
令和8年3月31日（２年）

近藤　千鶴 株式会社ベストミント
令和6年4月1日～
令和8年3月31日（２年）

（６）教育環境 （６）教育環境
（７）学生の受入れ募集 （７）学生の受入れ募集
（８）財務 （８）財務

（３）教育活動 （３）教育活動
（４）学修成果 （４）学修成果
（５）学生支援 （５）学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標 （１）教育理念・目標
（２）学校運営 （２）学校運営

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
本校の教育活動及び学校の運営の状況について、自己評価結果に基づき学校関係者評価を行い、学校運営の改善並び
に教育水準の向上に資するための対策を講じる。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）学校関係者評価結果の活用状況
各項目に対し、各委員から意見を頂き、早期対応や次年度の取り組みとして上げ、学生及び教職員からのアンケート等実
施し、改善点とし、次回の評価委員会で報告できるような取り組みをしていく。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 （９）法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 （１０）社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 なし



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

1 ○ 英会話Ⅰ
英語による日常会話が可能になることが目
標

1
年

198 7 ○ ○ ○

2 ○ 英会話Ⅱ 英語による接客が可能になることが目標
2
年

196 7 ○ ○ ○

3 ○
中 国 語 会話
Ⅰ

中国語による日常会話が可能になることが
目標

1
年

99 3 ○ ○ ○

4 ○
中 国 語 会話
Ⅱ

中国語による接客が可能になることが目標
2
年

84 3 ○ ○ ○

5 ○
韓 国 語 会話
Ⅰ

韓国語による日常会話が可能になることが
目標

1
年

198 6 ○ ○ ○

6 ○
韓 国 語 会話
Ⅱ

韓国語による接客が可能になることが目標
2
年

140 3 ○ ○ ○

7 ○ 観光管理Ⅰ
国内旅行業務取扱管理者（国内実務、旅行
業法）の合格が目標

1
年

132 4 ○ ○ ○

8 ○ 観光管理Ⅱ
国内旅行業務取扱管理者（旅行業約款、振
返り）の合格が目標

2
年

56 2 ○ ○ ○

9 ○ 観光基礎Ⅰ
北海道観光マスター検定、日本・旅行地理
検定初級の合格が目標

1
年

132 4 ○ ○ ○

10 ○ 観光基礎Ⅱ 旅行地理検定　初級の合格が目標
2
年

60 2 ○ ○ ○

11 ○ 観光演習Ⅰ
企画旅行のプランニング・フィールドワー
ク・プレゼンの基礎

1
年

165 5 ○ ○ ○

12 ○ 観光演習Ⅱ 国内外の観光プラン作成
2
年

112 5 ○ ○ ○

13 ○
イ ン タ ーン
シップⅠ

1年次に得た技術及び知識を活用し、企業
又は病院にて実習を行うことにより最新の
動向または実践的な技術及び知識を習得す
る

1
年

40 1 ○ ○ 〇

14 ○
イ ン タ ーン
シップⅡ

1,2年次に得た技術及び知識を活用し、企
業又は病院にて実習を行うことにより最新
の動向または実践的な技術及び知識を習得
する。

2
年

80 2 ○ ○ 〇

25

期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

18

卒業要件： 2年次定期試験において単位の8割以上を取得

履修方法： 定期試験において40%以上の得点を取得

授業科目等の概要

（商業実務専門課程 ホテル観光ビジネス学科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員
企
業
等
と
の
連
携

合計 科目 2273 単位（単位時間）
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